２０１３年　　月　　日
大阪府知事　松井一郎　様

（要請団体）

　　　　　　　　　（住　所）

（代表者）　　　　　　　　　　　　　　㊞

大阪府立公衆衛生研究所と大阪市立環境科学研究所の独法化計画を中止し、直営で充実することを求める要請書
大阪府と大阪市は「施設は自立が基本」という方針で、大阪府立公衆衛生研究所（以下、公衛研）および大阪市立環境科学研究所（以下、環科研）を来年の平成２６年４月から統合し、全国で初めて独法化しようとしています。

独法化は、「府と市が直接実施しなくてもいいものとみなす」ということであり、「民間でできるものは民間で」を基本にして、設立母体である大阪府や大阪市は、研究所に対して、その関与を極力減らすものです。
先行して独法化の検討を行った横浜市は、独法化では業務量が維持できないこと、独法化によってコストの増加が見込まれること等の理由から、独法化すべきではないという結論にいたり、市立直営で運営することを決定しています。

大阪府においても、従来は公衛研は独法化にそぐわないとしていましたが、急に方針を転換し「府市統合」の前に両研究所を統合、独法化しようとしています。
独法化の目的は、検査業務の民間委託による効率化を図ることであり、健康危機管理に対応するための検査技術と体制の維持が困難となることが最も懸念される問題です。

現在、私たち府民・市民は、鳥インフルエンザウイルスA（H7N9）感染症、マダニ媒介性感染症、風疹の大流行といった新旧入り混じった感染症の脅威にさらされています。住民は公衆衛生行政に対して公的役割を果たすことを求めており、独法化はこの住民要求にも反することです。
府民・市民の健康と安全を守るために、いますすめられている公衛研と環科研の統合・独法化計画を中止し、府・市立直営で府市域における公衆衛生の向上をめざし、健康危機管理に対応する研究所として機能強化するよう要請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１３年　　月　　日
大阪市長　橋下　　徹　様
（要請団体）

（住　所）

（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
大阪府立公衆衛生研究所と大阪市立環境科学研究所の独法化計画を中止し、直営で充実することを求める要請書
大阪府と大阪市は「施設は自立が基本」という方針で、大阪府立公衆衛生研究所（以下、公衛研）および大阪市立環境科学研究所（以下、環科研）を来年の平成２６年４月から統合し、全国で初めて独法化しようとしています。

独法化は、「府と市が直接実施しなくてもいいものとみなす」ということであり、「民間でできるものは民間で」を基本にして、設立母体である大阪府や大阪市は、研究所に対して、その関与を極力減らすものです。
先行して独法化の検討を行った横浜市は、独法化では業務量が維持できないこと、独法化によってコストの増加が見込まれること等の理由から、独法化すべきではないという結論にいたり、市立直営で運営することを決定しています。

大阪府においても、従来は公衛研は独法化にそぐわないとしていましたが、急に方針を転換し「府市統合」の前に両研究所を統合、独法化しようとしています。
独法化の目的は、検査業務の民間委託による効率化を図ることであり、健康危機管理に対応するための検査技術と体制の維持が困難となることが最も懸念される問題です。

現在、私たち府民・市民は、鳥インフルエンザウイルスA（H7N9）感染症、マダニ媒介性感染症、風疹の大流行といった新旧入り混じった感染症の脅威にさらされています。住民は公衆衛生行政に対して公的役割を果たすことを求めており、独法化はこの住民要求にも反することです。
府民・市民の健康と安全を守るために、いますすめられている公衛研と環科研の統合・独法化計画を中止し、府・市立直営で府市域における公衆衛生の向上をめざし、健康危機管理に対応する研究所として機能強化するよう要請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１３年　　月　　　日

総務大臣　新藤　義孝　様
（要請団体）

（住　所）

（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　㊞
大阪府立公衆衛生研究所と大阪市立環境科学研究所を
地方独立行政法人化することを認可しないように求める要請書
大阪府と大阪市は大阪府立公衆衛生研究所（以下、公衛研）および大阪市立環境科学研究所（以下、環科研）を「施設は自立が基本」という方針だけで、来年の平成２６年４月から統合し、全国で初めて地方衛生研究所を地方独立行政法人にするとしています。
独法化は、「府と市が直接実施しなくてもいいものとみなす」ということであり、「民間でできるものは民間で」を基本にするということです。
地方衛生研究所は、健康危機管理の対応などの公的役割を担っています。
国の公衆衛生関係の研究所は、「国民の生命と健康を守るため、試験、検査、研究をしており、国の重大な危機管理に関わる業務」ゆえに独法化しないとしています。　

地方衛生研究所も同様の趣旨から独法化してはならないと考えます。大阪で独法化されれば、すべての地方でも独法化がすすみ、健康危機管理に対する公的責任が失われていくこととなります。
衛生研究所は公立運営であっても縮小が進む現状にあり、機能維持に問題が生じている事から、平成24年7月31日付で厚生労働省は地方衛生研究所の機能強化を求めており、独法化はそれにも反することです。
いま、新型インフルエンザや、マダニ、風疹、結核、食品事故、脱法ドラック、PM2.5など、国民も健康危機管理体制の充実を求めており、独法化はその要求にも反することです。
　以上のことから、公衛研と環科研を統合し、独法化することを認可せず、府・市直営で存続させ、機能強化を継続して図るよう要請します。
 
２０１３年　　月　　日
厚生労働大臣　田村　憲久　様
（要請団体）

（住　所）

（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
大阪府立公衆衛生研究所と大阪市立環境科学研究所を
地方独立行政法人化しないように技術指導を求める要請書
大阪府と大阪市は大阪府立公衆衛生研究所（以下、公衛研）および大阪市立環境科学研究所（以下、環科研）を「施設は自立が基本」という方針だけで、来年の平成２６年４月から統合し、全国で初めて地方衛生研究所を地方独立行政法人にするとしています。
独法化は、「府と市が直接実施しなくてもいいものとみなす」ということであり、「民間でできるものは民間で」を基本にするということです。
地方衛生研究所は、健康危機管理の対応などの公的役割を担っています。
国の公衆衛生関係の研究所は、「国民の生命と健康を守るため、試験、検査、研究をしており、国の重大な危機管理に関わる業務」ゆえに独法化しないとしています。
地方衛生研究所も同様の趣旨から独法化してはならないと考えます。大阪で独法化されれば、すべての地方でも独法化がすすみ、健康危機管理に対する公的責任が失われていくこととなります。
衛生研究所は公立運営であっても縮小が進む現状にあり、機能維持に問題が生じている事から、平成24年7月31日付で厚生労働省は地方衛生研究所の機能強化を求めており、独法化はそれにも反することです。
いま、新型インフルエンザや、マダニ、風疹、結核、食品事故、脱法ドラック、PM2.5など、国民も健康危機管理体制の充実を求めており、独法化はその要求にも反することです。
　以上のことから、公衛研と環科研を統合し、独法化することはそぐわない旨を表明し、府・市直営で存続させ、機能強化を継続して図るよう大阪府と大阪市に対して技術指導されることを要請します。
